様式１―２（表面）

塩製造業者が自ら発電の用に供する石炭の石油石炭税の軽減税率の適用のための
用途証明申請書（塩製造業者以外の者による申請用）

申請者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(記名押印,　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役　職　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※申請年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ．申請の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割番号（　　　）


　下記の物品について、租税特別措置法第９０条の３の３の規定に基づき石油石炭税の軽減税率の適用を受けたいので、租税特別措置法施行令第４８条の６第１項に規定する塩製造業者が自ら発電（電流を流すことにより海水を濃縮する方法として政令で定める方法による塩の製造に使用する電気に係るものに限る。以下同じ。）の用に供する石炭に該当するものである旨の財務大臣の証明を申請します。

記

１．用途証明の種類

　　塩製造業者以外の者の申請に係る用途証明

２．申請事項

	関税率表番号
	品名
	用途
	数量（ｔ）

	２７．０１
	石炭及び練炭、豆炭その他これらに類する固形燃料で石炭から製造したもの
	塩製造用
	


Ⅱ．証明の内容


　Ⅰ．２．の物品は、租税特別措置法第９０条の３の３に規定する塩製造業者が自ら発電の用に供する石炭に該当することを証明する。

※証明書番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※日　　付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※ eq \o\ad(有効期間,　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※資　　格　　財務大臣　　　　　　　　　　　
※記名押印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※条件その他の事項
	　有効期間終了後、本証明書は返納するとともに、所定の実績報告書を提出すること。


注　(1)  ※印のある欄は、記入しないこと。表面と裏面を両面印刷とすること。用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。

(2) 用途証明書の分割発行を希望する場合には、Ⅰ．枠外の「分割番号」欄に、用途証明分割申請書（申請書類様式２）の分割番号を記入すること。

(3) 申請者が法人の場合には、申請者の「住所」欄には、申請者の本社の所在地を記入すること。また、申請内容についての照会先が本社と異なる場合は、適宜照会連絡先を記入すること。
(4) 石油石炭税軽減引取承認申請は、本用途証明を受けた者が自ら行うこと。

（裏面）

	税関申告番号及び

申　告　年　月　日
	通　関　数　量

	軽減税率適用輸入数量の

残　　存　　数　　量
	許可年月日及び

税　関　押　印

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	






























































